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令和４年度多可郡多可町下水道事業特別会計予算

（総　則）

第１条　令和４年度兵庫県多可郡多可町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 計画処理区域面積 ８３３ha

（２） 計画処理人口 １８，９５０人

（３） １日最大排水処理能力 ９，３８４㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入 第　１　款　下水道事業収益 １，０４０，１０４千円

第　１　項　営業収益 ３３８，５４０千円

第　２　項　営業外収益 ７０１，５６４千円

支　　出 第　１　款　下水道事業費用 ９６７，２１３千円

第　１　項　営業費用 ８７４，７４０千円

第　２　項　営業外費用 ９２，２７３千円

第　４　項　予備費 ２００千円
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４９４，０２１千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

　　調整額 １５，１２９ 千円、 過年度分損益勘定留保資金 ２８，９６８ 千円、 当年度分損益勘定留保資金

　　３２５，５４６千円、減債積立金１０４，７７５千円及び利益積立金１９，６０３千円で補てんするものとする。

収　　入 第　１　款　資本的収入 ９８４，００４千円

第　１　項　企業債 ６７８，２００千円

第　２　項　出資金 １３８，０８２千円

第　３　項　工事負担金 １０，０００千円

第　４　項　補助金 １５７，７２２千円

支　　出 第　１　款　資本的支出 １，４７８，０２５千円

第　１　項　建設改良費 ３３３，４４５千円

第　２　項　固定資産購入費 ７００千円

第　３　項　企業債償還金 １，１４３，８８０千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（１） 建設改良費等の財源に充てるための企業債

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

１５５，２００千円 証書借入 ３．０％ 元金均等償還

（２） 資本費平準化債

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

５２３，０００千円 証書借入 ３．０％ 元金均等償還
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第６条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

　その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職員給与費　　　　　　　　３９，３０３千円

（他会計からの補助金）

第７条　減価償却費負担等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

（１）　一般会計補助金　　　　　４８６，０００千円

（２）　出　　資　　金　　　　　１３８，０８２千円

（たな卸資産購入限度額）

第８条　たな卸資産の購入限度額は、２，０００千円と定める。

（利益剰余金の処分）

第９条　繰越利益剰余金１０８,９７９千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）　減債積立金　　　　　　　１０８，９７９千円

令　和　４　年　３　月　１　日　　提出

兵庫県多可郡多可町長　　吉　田　一　四
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令和４年度兵庫県多可郡多可町下水道事業

特別会計予算実施計画事項別説明書
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令和　４年度下水道事業特別会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

下水道事業収益1. 1,040,104

338,5401. 営業収益

338,5091. 使用料収益

313. その他の営業収益

701,5642. 営業外収益

1,1001. 分担金及び負担金

802. 受取利息及び配当金

486,0003. 他会計補助金

207,0164. 長期前受金戻入

205. 貸倒引当金戻入

7,3486. 消費税還付金

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支 出

下水道事業費用1. 967,213

874,7401. 営業費用

246,6161. 施設維持管理費

49,8613. 業務及び総係費

548,4954. 減価償却費

29,7685. 資産減耗費

92,2732. 営業外費用

92,2721. 支払利息及び企業債取扱諸費

12. 消費税

2004. 予備費

2001. 予備費

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

資本的収入1. 984,004

678,2001. 企業債

678,2001. 企業債

138,0822. 出資金

138,0821. 出資金

10,0003. 工事負担金

10,0001. 工事負担金

157,7224. 補助金

157,7221. 国庫補助金

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出

資本的支出1. 1,478,025

333,4451. 建設改良費

333,4451. 工事費

7002. 固定資産購入費

7001. 固定資産購入費

1,143,8803. 企業債償還金

1,143,8801. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額
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令和　４年度下水道事業特別会計予算明細書

収 入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説 明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比 較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

1. 1,040,3691,040,104 △265下水道事業

1.営業収益 332,684338,540 5,856収益

1.使用料収益 332,653338,509 5,856 338,509使用料収 338,509下水道使用料収益1.

益

3.その他の営 3131 0 30手数料 30指定工事店･責任技術者登録更新手数料2.

業収益 1雑収益 1単位4.

2.営業外収益 707,685701,564 △6,121

1.分担金及び 1,1001,100 0 1,100分担金及 1,100分担金及び負担金1.

負担金 び負担金

2.受取利息及 14580 △65 80預金利息 80定期預金利息等1.

び配当金

3.他会計補助 515,000486,000 △29,000 486,000一般会計 486,000一般会計繰入金1.

金 補助金

4.長期前受金 186,415207,016 20,601 207,016長期前受 207,016長期前受金戻入額1.

戻入 金戻入

5.貸倒引当金 020 20 20貸倒引当 20貸倒引当金戻入額1.

戻入 金戻入

6.消費税還付 5,0257,348 2,323 7,348消費税還 7,348消費税還付金1.

金 付金

予-354



支 出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説 明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比 較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

1. 932,074967,213 35,139下水道事業

1.営業費用 820,290874,740 54,450費用

1.施設維持管 249,976246,616 △3,360 3,047備消品費 1,385施設設備機器類消耗品4.

理費 346水質試験用消耗品

475電気・計装機器消耗品

173ポンプ類オイル、グリス代

630下水道維持管理用備品

38備消品費

444燃料費 340ガソリン代5.

78軽油代（発電機）

26その他燃料代

200印刷製本 200印刷製本費6.

費

32,103手数料 32,103汚泥処理運搬手数料7.

93,719委託料 1,420処理施設建物等保守業務委託料8.

66,145処理施設維持管理業務委託料

16,868下水道管渠等維持管理業務委託料

2,408水質検査、浄化槽法11条検査委託料

6,878施設草刈剪定、清掃等委託料

3,569賃借料 3,093施設運転管理監視システム使用料9.

21ケーブルテレビ使用料

72借地料

15ＮＨＫ放送受信料

8電子マニフェストサービス利用料

200公用車リース料

160発電機リース料

30,059修繕費 99公用車修繕10.

5,500施設緊急修繕

24,460施設計画修繕

5,231路面復旧 2,119路面補修費11.

費 3,112マンホール調整修繕費
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支 出

本　年　度
説 明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比 較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

65,060動力費 62,160電気料金12.

2,870水道料金

30ＬＰガス料金

11,028薬品費 3,408消毒用薬品代13.

1,163水質試験用試薬代

2,658汚泥処理凝集剤代

3,799汚泥減量剤代

432通信運搬 72電話料14.

費 360携帯電話使用料

784保険料 784町有財産災害保険料15.

940材料費 940公共ます材料、道路修繕用材料代16.

3.業務及び総 53,43849,861 △3,577 20,641給料 20,641一般職員給料1.

係費 11,958手当等 654扶養手当2.

336住居手当

306通勤手当

1,033時間外手当

1,020管理職手当

4,852期末手当

3,512勤勉手当

245児童手当

6,704法定福利 6,597市町村職員共済組合負担金3.

費 5市町村共済組合負担金既裁定年費用等

60地方公務員災害補償基金負担金

42互助会費

78旅費 78旅費4.

587備消品費 237備消品費5.

200井戸水等加算メーター

150コピー代

20食糧費 20食糧費6.

706印刷製本 706料金システムに係る帳票類印刷代9.

費
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500通信運搬 500郵便代10.

費

746委託料 446保守点検委託料11.

300弁護士委託料

1,335手数料 1,305口座振替・窓口納付手数料12.

30支払督促手数料

1,991賃借料 1,346料金システム使用料13.

111料金システムハードウェア保守料

13料金システム保守料

17消費税申告システム使用料

446サーバー・クライアントリース料

58有料道路通行料等

100修繕費 100加算メーター整備費14.

505負担金 75日本下水道協会負担金17.

25日本下水道協会兵庫県支部負担金

30全国町村下水道推進協議会負担金

20地域資源循環技術センター負担金

5兵庫県農業集落排水事業連絡協議

会負担金

50下水道事業研修会負担金

300農業集落排水事業賦課金

2,788賞与引当 2,788賞与引当金繰入額18.

金繰入額

202貸倒引当 202貸倒引当金繰入額20.

金繰入額

1,000雑費 1,000過誤納付等還付金21.

4.減価償却費 516,772548,495 31,723 11,610建物減価 11,610建物減価償却費1.

償却費

422,941構築物減 422,941構築物減価償却費2.

価償却費

113,838機械及び 113,838機械及び装置減価償却費3.

装置減価

償却費
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支 出

本　年　度
説 明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比 較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

106工具、器 106工具、器具及び備品減価償却費5.

具及び備

品減価償

却費

5.資産減耗費 10429,768 29,664 29,768固定資産 29,768固定資産除却費1.

除却費

2.営業外費用 111,58492,273 △19,311

1.支払利息及 111,58392,272 △19,311 92,272企業債利 92,272企業債利息1.

び企業債取 息

扱諸費

2.消費税 11 0 1消費税 1単位1.

4.予備費 200200 0

1.予備費 200200 0 200予備費 200予備費1.
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収 入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説 明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比 較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

1. 822,021984,004 161,983資本的収入

1.企業債 583,900678,200 94,300

1.企業債 583,900678,200 94,300 155,200下水道事 155,200下水道事業債1.

業債

523,000資本費平 384,500資本費平準化債2.

準化債 138,500借換債

2.出資金 174,916138,082 △36,834

1.出資金 174,916138,082 △36,834 138,082出資金 138,082一般会計繰入金1.

3.工事負担金 010,000 10,000

1.工事負担金 010,000 10,000 10,000工事負担 10,000工事負担金1.

金

4.補助金 63,205157,722 94,517

1.国庫補助金 63,205157,722 94,517 157,722国庫補助 78,000社会資本整備総合交付金1.

金 10,500防災・安全社会資本整備総合交付金

69,222農業集落排水事業国庫補助金
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支 出

本　年　度
説 明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比 較
区　　分 金　　額

節

資 本 的 収 入 及 び 支 出
(単位：千円)

1. 1,231,3401,478,025 246,685資本的支出

1.建設改良費 129,410333,445 204,035

1.工事費 129,410333,445 204,035 104,684委託料 53,300中・北部・加美南処理区統廃合工事実施1.

設計業務委託料

5,000中都市計画下水道（雨水）基本計画策定

業務委託料

21,000杉原谷浄化センター改築・耐震化工事実

施設計業務委託料

8,939二宮浄化センター機能強化工事実施設計

及び施工監理業務委託料

7,208天船浄化センター機能強化工事実施設計

及び施工監理業務委託料

4,237二宮・多田処理区統廃合工事実施設計業

務委託料

5,000下水道管布設替工事実施設計業務委託料

228,761工事請負 97,700中・北部・加美南処理区統廃合工事2.

費 3,000杉原谷浄化センター仮設水処理ユニット

設置に係る周辺整備工事

51,511二宮浄化センター機能強化工事

66,550天船浄化センター機能強化工事

10,000下水道管布設替工事

2.固定資産購 0700 700

入費 1.固定資産購 0700 700 700工具、器 700発電機購入代1.

入費 具及び備

品購入費

3.企業債償還 1,101,9301,143,880 41,950

金 1.企業債償還 1,101,9301,143,880 41,950 1,143,880企業債償 1,143,880企業債償還金1.

金 還金
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１　一般職

　（1）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5

(0)

5

(0)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

336 306 1,033 1,020 4,852 3,512

0 202 854 1,320 5,081 3,642

336 104 179 △300 △229 △130

(千円)

0

0

0

給　与　費　明　細　書

損益勘定

支弁職員

区　分

比　較

前年度

本年度

比　較

前年度

△258

912

654

児童手当

(千円)

△55

300

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

本年度

区　　　分

21,3960

△1,293△185△1,108△353

扶養手当

(千円)

区　分

本年度

前年度

比　較

法　定
福利費

合　計

39,3036,704

勤勉手当期末手当
管 理 職
手　　当

40,5966,88933,70712,311

職員数
給　　与　　費

時 間 外
勤務手当

通勤手当住居手当

管理職員
特別勤務
手　　当

△7550

32,59911,95820,6410

245

下水道（附１）
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

5

(0)

5

(0)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

336 306 1,033 1,020 4,852 3,512

0 202 854 1,320 5,081 3,642

336 104 179 △300 △229 △130

(千円)

0

0

0

下水道（附２）

損益勘定
前年度

支弁職員

法　定
福利費

合　計

0 20,641 11,958 32,599

給　　与　　費

区　　　分
職員数

本年度 6,704 39,303

0 21,396 12,311 33,707 6,889 40,596

0 △755 △353 △1,108 △185 △1,293比　較

区　分
児童手当

(千円)

区　分
扶養手当

(千円)

本年度 654

前年度 912

比　較 △258

期末手当 勤勉手当

管理職員
特別勤務
手　　当

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手　　当

本年度 245

前年度 300

比　較 △55
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　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

下水道（附３）

前年度 0

比　較 0

0

前年度 0

比　較 0

区　分
児童手当

(千円)

本年度 0

職員数

本年度

損益勘定
前年度

支弁職員

比　較

区　　　分

0

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

給　　与　　費 法　定
福利費

合　計

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

区　分
扶養手当

(千円)

本年度

0

住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管 理 職
手　　当

期末手当 勤勉手当

0 0 0 0 0

管理職員
特別勤務
手　　当
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　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

(千円) (千円)

給　　料 △755 給与改定に伴う 0

増減分

昇給に伴う増減分 19 平均昇給率

その他の増減分 △774 職員の変動等による 職員数の異動状況

減額 （現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 △353 制度改正に伴う 0

増減分

その他の増減分 △353 職員の変動等による

減額

　　イ　会計年度任用職員

増減額

(千円) (千円)

報　　酬 0 その他の増減分 0 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

給　　料 0 その他の増減分 0 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）

　本年度

　前年度

　増　減

職員手当 0 制度改正に伴う 0

増減分

その他の増減分 0

説　　明
増減事由別内訳

区　分

0 人

5 人

5 人

1.01%

備　　　考

下水道（附４）

0 人

区　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　　考

0 人

0 人

0 人

0 人

0 人
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　（3）職員及び職員手当の状況（給与改定後）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

高　校　卒

大　学　卒

　　ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　　分

行　政　職 技　　監

６級

主　　事 主　　事 主　　査 課　　長副 課 長課長補佐

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

主　　査

理　　事

20.0

行　政　職

5

職員数

行　　政　　職

100.0

40.0

20.0

20.0

20.0

(%)

構成比

2

1

1

1

20.0

40.0

(人)

2

1

区　　　　　分

20.01

5

区　　分

343,180円

182,200円

150,600円

行　政　職

平 均 年 齢
令和４年１月１日現在

45.0歳

359,960円
令和３年１月１日現在

平 均 年 齢 47.3歳

182,200円

150,600円

国の制度

平均給料月額

行　政　職

平均給料月額

下水道（附５）

令和３年１月１日現在

１級

２級

３級

４級

５級

６級

級

６級

５級

４級

令和４年１月１日現在

区　　　分

３級

２級

１級

計

1

計

100.0
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令和３年度下水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで）

（単位：円）

１　営業収益

（１）使用料収益 312,412,950

（２）受託工事収益 0

（３）その他の営業収益 591,590 313,004,540

２　営業費用

（１）施設維持管理費 223,067,089

（２）受託工事費 0

（３）業務及び総係費 49,372,977

（４）減価償却費 517,460,920

（５）資産減耗費 185,437

（６）その他の営業費用 0 790,086,423

　営業利益 △477,081,883

３　営業外収益

（１）分担金及び負担金 1,300,000

（２）受取利息及び配当金 80,000

（３）他会計補助金 515,000,000

（４）長期前受金戻入額 178,672,676

（５）貸倒引当金戻入額 443,705

（６）雑収益 1,900 695,498,281

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 109,437,063

（２）雑支出 0 109,437,063 586,061,218

　経常利益 108,979,335

５　特別利益 0 0

６　特別損失 0 0 0

当年度純利益 108,979,335

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額（積立金取崩後） 81,599,000

当年度未処分利益剰余金 190,578,335
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令和　３年度下水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 4年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部 》

１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 257,326,067

ロ 建物 1,161,632,460

減価償却累計額 367,724,396△793,908,064

ハ 構築物 23,623,421,226

減価償却累計額 13,764,670,756△9,858,750,470

ニ 機械及び装置 6,980,271,291

減価償却累計額 893,336,499△6,086,934,792

ホ 車両運搬具 0

減価償却累計額 0△0

ヘ 工具器具及び備品 1,779,091

減価償却累計額 1,532,635△246,456

ト リース資産 0

減価償却累計額 0△0

チ 建設仮勘定 739,014,905

有形固定資産合計 16,023,605,258

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 0

無形固定資産合計 0

（３）投資

イ 有価証券 0

ロ 長期貸付金 0

投資合計 0

　　固定資産合計 16,023,605,258

２　流動資産

（１）現金預金 489,788,889

（２）未収金 8,181,335

貸倒引当金 5,624,411△2,556,924

（３）貯蔵品 0

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

495,413,300

16,519,018,558

　　流動資産合計

資産合計
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３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 6,372,814,022

ロ その他の企業債 0

企業債合計 6,372,814,022

（２）他会計借入金

イ 建設改良等の財源に

充てるための長期借入金 0

ロ その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ 退職給付引当金 0

ロ 特別修繕引当金 0

引当金合計 0

　　固定負債合計 6,372,814,022

４　流動負債

（１）一時借入金 0

（２）企業債

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 1,143,879,073

ロ その他の企業債 0

企業債合計 1,143,879,073

（３）他会計借入金

イ 建設改良等の財源に

充てるための長期借入金 0

ロ その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0

（５）未払金 54,872,053

（６）未払費用 0

（７）前受金 20,000

（８）引当金

イ 退職給付引当金 0

ロ 賞与引当金 2,675,661

ハ 修繕引当金 0

ホ 特別修繕引当金 0

引当金合計 2,675,661

（９）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 1,201,446,787

《　負　債　の　部　》
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５　繰延収益

長期前受金 11,304,062,121

収益化累計額 △5,844,762,275

　　繰延収益合計 5,459,299,846

負債合計 13,033,560,655

《　資　本　の　部　》

６　資本金 2,634,181,084

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 469,158,527

ロ 寄附金 0

ハ その他の資本剰余金 0

資本剰余金合計 469,158,527

（２）利益剰余金

イ 減債積立金 104,824,773

ロ 建設改良積立金 0

ハ 利益積立金 86,715,184

ニ 当年度未処分利益剰余金 190,578,335

利益剰余金合計 382,118,292

　　剰余金合計 851,276,819

資本合計 3,485,457,903

負債資本合計 16,519,018,558
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令和４年度下水道事業特別会計予定損益計算書
（令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月31日まで）

（単位：円）

１　営業収益

（１）使用料収益 307,742,506

（２）受託工事収益 0

（３）その他の営業収益 31,410 307,773,916

２　営業費用

（１）施設維持管理費 224,288,365

（２）受託工事費 0

（３）業務及び総係費 49,189,077

（４）減価償却費 548,493,526

（５）資産減耗費 29,767,844

（６）その他の営業費用 0 851,738,812

　営業利益 △543,964,896

３　営業外収益

（１）分担金及び負担金 1,100,000

（２）受取利息及び配当金 80,000

（３）他会計補助金 486,000,000

（４）長期前受金戻入額 207,021,314

（５）貸倒引当金戻入額 20,578

（６）雑収益 0 694,221,892

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 92,271,978

（２）雑支出 0 92,271,978 601,949,914

　経常利益 57,985,018

５　特別利益 0 0

６　特別損失 0 0 0

当年度純利益 57,985,018

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額（積立金取崩後） 130,252,573

当年度未処分利益剰余金 188,237,591
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令和４年度下水道事業特別会計予定貸借対照表
（令和 5年 3月31日）

（単位：円）

《　資　産　の　部 》

１　固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 257,326,067

ロ 建物 1,157,927,614

減価償却累計額 355,929,429△801,998,185

ハ 構築物 23,624,686,715

減価償却累計額 13,343,065,423△10,281,621,292

ニ 機械及び装置 7,058,482,028

減価償却累計額 1,378,257,915△5,680,224,113

ホ 車両運搬具 0

減価償却累計額 0△0

ヘ 工具器具及び備品 1,779,091

減価償却累計額 1,426,957△352,134

ト リース資産 0

減価償却累計額 0△0

チ 建設仮勘定 414,486,286

有形固定資産合計 15,750,492,077

（２）無形固定資産

イ 電話加入権 0

無形固定資産合計 0

（３）投資

イ 有価証券 0

ロ 長期貸付金 0

投資合計 0

　　固定資産合計 15,750,492,077

２　流動資産

（１）現金預金 548,894,919

（２）未収金 12,166,723

貸倒引当金 9,908,173△2,258,550

（３）貯蔵品 0

（４）前払費用 0

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

558,803,092

16,309,295,169

　　流動資産合計

資産合計
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３　固定負債

（１）企業債

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 5,917,052,691

ロ その他の企業債 0

企業債合計 5,917,052,691

（２）他会計借入金

イ 建設改良等の財源に

充てるための長期借入金 0

ロ その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（３）リース債務 0

（４）引当金

イ 退職給付引当金 0

ロ 特別修繕引当金 0

引当金合計 0

　　固定負債合計 5,917,052,691

４　流動負債

（１）一時借入金 0

（２）企業債

イ 建設改良等の財源に

充てるための企業債 1,133,961,331

ロ その他の企業債 0

企業債合計 1,133,961,331

（３）他会計借入金

イ 建設改良等の財源に

充てるための長期借入金 0

ロ その他の長期借入金 0

他会計借入金合計 0

（４）リース債務 0

（５）未払金 167,815,147

（６）未払費用 0

（７）前受金 20,000

（８）引当金

イ 退職給付引当金 0

ロ 賞与引当金 2,788,000

ハ 修繕引当金 0

ホ 特別修繕引当金 0

引当金合計 2,788,000

（９）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 1,304,584,478

《　負　債　の　部　》
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５　繰延収益

長期前受金 11,288,657,269

収益化累計額 △5,882,524,190

　　繰延収益合計 5,406,133,079

負債合計 12,627,770,248

《　資　本　の　部　》

６　資本金 2,838,855,906

７　剰余金

（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 469,158,527

ロ 寄附金 0

ハ その他の資本剰余金 0

資本剰余金合計 469,158,527

（２）利益剰余金

イ 減債積立金 115,772,493

ロ 建設改良積立金 0

ハ 利益積立金 69,500,404

ニ 当年度未処分利益剰余金 188,237,591

利益剰余金合計 373,510,488

　　剰余金合計 842,669,015

資本合計 3,681,524,921

負債資本合計 16,309,295,169
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（単位：円）

当年度純利益 57,985,018

減価償却費 548,493,526

資産減耗費 29,767,844

貸倒引当金の増減額 △ 298,374

賞与引当金の増減額 112,339

修繕引当金の増減額 0

特別修繕引当金の増減額 0

長期前受金戻入額 △ 207,021,314

受取利息及び配当 △ 80,000

支払利息及び企業債取扱諸費 92,271,978

未収金の増減額 △ 3,985,388

未払金の増減額 0

預り金の増減額 0

前受金の増減額 0

小計 517,245,629

利息及び配当金の受取額 80,000

利息の支払額 △ 92,271,978

業務活動によるキャッシュ・フロー 425,053,651

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 303,768,189

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の取得による支出 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 143,383,637

負担金等による収入 9,090,910

未収金の増減額 0

未払金の増減額 112,943,094

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 38,350,548

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 678,200,000

企業債の返済による支出 △ 1,143,879,073

出資金による収入 138,082,000

一時借入れによる収入 0

一時借入金の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 327,597,073

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） 59,106,030

資金期首残高 489,788,889

資金期末残高 548,894,919

令和４年度　多可町下水道事業特別会計キャッシュ・フロー計算書

１．業務活動によるキャッシュ・フロー
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品   総平均法による原価法によっている。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      建物        定額法による。 

      構築物       定額法による。 

      機械及び装置    定額法による。 

      工具器具及び備品  定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物        40～50年 

      構築物       30～60年 

      機械及び装置    10～20年 

      工具器具及び備品  3年～10年 

  (2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      定額法による。 

 ３ 引当金の計上方法 

  (1) 賞与引当金 

    職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。 

  (2) 修繕引当金 

    当会計期間中に発生した事故等により修繕が必要な際、修繕が次期に及ぶときに

それに係る額を計上している。 

  (3) 特別修繕引当金 

    設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修

繕の日から当年度末までの期間で均分した額を計上している。 

  (4) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、債権発生時点からの経過年数から回収

不能見込額を計上している。 
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